
（青森県　平成２３年度）

事業内容 事業費

十和田市 十和田お
いらせ農
協

産地競争
力の強化

輸入急増
農産物に
おける国
産シェア
の奪回

輸入急
増野菜
（にん
にく）

輸入急
増農産
物にお
ける国
産シェ
アの奪
回

▼【野菜】
▼（労働時
間の削減）
▼単位面積
当たり労働
時間を５％
以上削減

232.1h
r/10a

－ 184.8h
r/10a

188.3h
r/10a

184.6h
r/10a

92.2% 労働時間が
43.8hr削減
され、目標
を概ね達成
した。

輸入急
増野菜
(にんに
く)

輸入急
増農産
物にお
ける国
産シェ
アの奪
回

▼【野菜】
▼（付加価
値の向上）
▼全出荷量
に占めるﾌﾞﾗ
ﾝﾄﾞ品の割合
を５ﾎﾟｲﾝﾄ以
上増加

34% － 64.9% 80.1% 全出荷
量のう
ちﾌﾟﾗﾝ
ﾄﾞ品割
合を
50%

288.1% ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品が
46.1%増加
し、目標を
達成した。

共同利用機
械整備
にんにく植
付機11台
にんにく収
穫機1台

27,804,000 13,240,000 14,564,000 H22.3
.23

機械に合わせた
畦立てﾚｲｱｳﾄによ
り作業効率が向
上したが、土壌
病害対策のため
ほ場間移動時の
機械洗浄作業に
時間を要した。
TOM-VEGEﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
商品の販路拡大
により販売価格
が上昇したた
め、共選率が向
上した。

土壌病害対策の
徹底のため機械
洗浄に時間がと
られ、目標をや
や下回った。今
後は、高圧洗浄
機等の整備によ
り、洗浄時間の
短縮を図るよう
指導等を行って
いく。

三沢市 おいらせ
農協三沢
地区にん
にく植付
機利用組
合

産地競争
力の強化

輸入急増
農産物に
おける国
産シェア
の奪回

輸入急
増野菜
（にん
にく）

輸入急
増農産
物にお
ける国
産シェ
アの奪
回

▼【野菜】
▼（労働時
間の削減）
▼単位面積
当たり労働
時間を５％
以上削減

207.3h
r/10a

207.3h
r/10a

190.0h
r/10a

188.6h
r/10a

188.8h
r/10a

101.1% 労働時間が
18.7hr削減
され、目標
を達成し
た。

にんにく植
付機3台

6,772,500 3,225,000 3,547,500 H22.3
.23

にんにく植付機
の適正な使用に
より、作業の効
率化が図られ
た。

労働時間が削減
され、目標を達
成した。種苗の
植付深さが均一
になり、品質の
向上につながっ
た。

三沢市 東部三沢
地域農機
利用組合

産地競争
力の強化

輸入急増
農産物に
おける国
産シェア
の奪回

輸入急
増野菜
（にん
じん）

輸入急
増農産
物にお
ける国
産シェ
アの奪
回

▼【野菜】
▼（労働時
間の削減）
▼単位面積
当たり労働
時間を５％
以上削減

77.7hr
/10a

77.7hr
/10a

50.0hr
/10a

40.7hr
/10a

40.7hr
/10a

100.0% 労働時間が
37hr削減さ
れ、目標を
達成した。

にんじん収
穫機1台

6,720,000 3,200,000 3,520,000 H22.3
.26

にんじん収穫機
の適正な使用に
より、作業の効
率化が図られ
た。

労働時間が削減
され、目標を達
成した。秋にん
じんの作付拡大
も図られた。

六戸町 おいらせ
農協六戸
地区にん
にく植付
機運営協
議会

産地競争
力の強化

輸入急増
農産物に
おける国
産シェア
の奪回

輸入急
増野菜
（にん
にく）

輸入急
増農産
物にお
ける国
産シェ
アの奪
回

▼【野菜】
▼（労働時
間の削減）
▼単位面積
当たり労働
時間を５％
以上削減

207.3h
r/10a

207.3h
r/10a

190.0h
r/10a

190.0h
r/10a

188.8h
r/10a

93.5% 労働時間が
17.3hr削減
され、目標
を概ね達成
した。

にんにく植
付機4台

9,030,000 4,300,000 4,730,000 H22.3
.23

植付け時の重労
働が軽減され
た。労働時間は
目標に届かな
かったが17.3hr
短縮され、作付
面積の拡大につ
ながった。

ほ場状態の悪い
所で作業時間が
掛かり、目標を
やや下回った。
今後は、排水対
策等ほ場環境の
改善に努め、作
業時間の短縮を
図るよう指導等
を行っていく。

東北町 とうほく
天間農協
(現 ゆう
き青森農
協)

産地競争
力の強化

需要に応
じた生産
量の確保

野菜(な
がい
も、ア
ピオス)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【地産地
消及び産
直】
▼県内に向
けた出荷量
の割合

0% 0% 38.6% 56.2% 25% 224.8% 県内向けの
出荷量割合
が56.2%とな
り、目標を
達成した。

野菜(な
がい
も、ア
ピオス)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【地産地
消及び産
直】
▼対象作物
の直売施設
等における
全販売額に
対する受益
農業者の地
場産物の販
売額の割合
を増加

0% 0% 100% 100% 100% 100.0% 直売施設等
における地
場産物の販
売額割合が
100%とな
り、目標を
達成した。

農産物加工
処理施設(建
屋、加工機
械設備一式)

120,802,500 57,525,000 63,277,500 H22.3
.30

県内向け出荷割
合と地場産販売
比率は目標達成
した。
加工数量及び収
支率も目標を上
回り、事業効果
が発現した。

県内向けの出荷
が増加したた
め、目標を達成
した。
ながいもとアピ
オスの加工処理
量は、H23年度実
績607t(目標
457.2t)で、達成
率133%となっ
た。

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

備考
計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

２年後
（平成
22年）

３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達成率
計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

２年後
（平成
22年）

事業実施後の状況②

成果目標の
具体的な実

績②

負担区分（円）
完了
年月
日

事業実施主体の
評価

都道府県の評価
３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達
成
率

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な実

績①

作物等
区分②
（対象
作物・
畜種等
名）②

政策目
標②

成果目標の
具体的な内

容②
市町村名

事業実施
主体名

政策目的
取組の分

類

作物等
区分①
（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした整備事業）



（青森県　平成２３年度）

事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした整備事業）

事業内容 事業費

弘前市 相馬村農
業協同組
合

産地競争
力の強化

産地競争
力の強化
に向けた
総合的推
進

果樹
(りん
ご)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【果樹】
▼(農畜産物
販路拡大)
▼ 海外を含
む販路拡大
のうち、海
外に向けた
販路拡大に
係る出荷量
又は出荷額
を50.6％増
加

りんご
輸出量

943t

りんご
輸出量

931t

りんご
輸出量

559t

りんご
輸出量

500t

りんご
輸出量

1,420t -92.9%

輸出量は、
47.0％の減
少となり目
標を達成で
きなかっ
た。

果樹
(りん
ご)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【果樹】
▼(販売金額
の増加にに
関する目標)
▼事業対象
品目の産出
額又は販売
金額を
5.6％増加

生果販
売額

3,298
百万円

生果販
売額

3,024
百万円

生果販
売額

3,703
百万円

生果販
売額

3,700
百万円

生果販
売額

3,483
百万円

217.3% 生果販売額
は、12.2%の
増加となり
目標を達成
できた。

集出荷貯蔵
施設

氷温帯利用
冷蔵設備一

式
  処理量
  3,600ｔ

250,735,000 120,350,000 132,385,000 H22.3
.
20

  氷温帯冷蔵施
設の導入によ
り、品質低下が
抑えられ、長期
保存が可能と
なったことか
ら、消費地から
の需要に対して
これまで以上に
対応できるよう
になった。
 輸出において成
果目標が達成さ
れなかったの
は、平成22年の
花芽形成時の異
常高温や日照不
足が原因で花芽
不足となって、
りんごの生産量
が減少したこと
から、国内市場
価格が高騰し、
また、これに円
高も重なり、集
荷されたりんご
が国内需要に向
けられたからで
ある。
 輸出目標の達成
に向けては、台
湾中心の輸出か
ら、中国・東南
アジアとの交渉
を進め、輸出先
の拡大を図って
いく。

  氷温帯冷蔵施
設が導入された
ことにより、蜜
入りりんご等の
長期貯蔵が可能
となり、消費地
の需要に対して
長期間対応でき
るようになり、
導入効果は高い
ものと評価す
る。
 輸出において成
果目標が達成さ
れなかったの
は、花芽不足等
によりりんごの
生産量が大幅に
減少したことか
ら、集荷された
りんごが国内需
要に多く向けら
れたことが原因
である。
  成果目標が達
成されていない
項目について
は、事業主体に
対して、対応策
をきちんと実施
していくよう指
導等を行ってい
く。

市町村名
事業実施
主体名

政策目的
取組の分

類

作物等
区分①
（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な実

績①

作物等
区分②
（対象
作物・
畜種等
名）②

政策目
標②

成果目標の
具体的な内

容②

事業実施後の状況②

成果目標の
具体的な実

績②

負担区分（円）
完了
年月
日

事業実施主体の
評価

都道府県の評価３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達
成
率

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

備考計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

２年後
（平成
22年）

３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達成率
計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

２年後
（平成
22年）

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他



（青森県　平成２３年度）

事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした整備事業）

事業内容 事業費

黒石市 津軽みら
い農業協
同組合

産地競争
力の強化

産地競争
力の強化
に向けた
総合的推
進

果樹
(りん
ご)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【果樹】
▼(農畜産物
販路拡大)
▼海外を含
む販路拡大
のうち、海
外に向けた
販路拡大に
係る出荷量
又は出荷額
を  120.4％
増加

りんご
輸出量

213.25
 
ｔ

りんご
輸出量

576.88
 
ｔ

りんご
輸出量

358.24
 
ｔ

りんご
輸出量

185.72
 
ｔ

りんご
輸出量

 
470
 
ｔ

-10.7%
輸出額は、
円高や産地
高の要因で
12.9％減少
し、目標を
達成できな
かった。

果樹
(りん
ご)

需要に
応じた
生産量
の確保

▼【果樹】
▼(契約取引
の推進に関
する目標)
▼全出荷量
又は全栽培
面積のうち
契約取引割
合を25.5%増
加

出荷量
17,757

 
ｔ

うち契
約数量
1,157
ｔ

出荷契
約割合

6.5%

出荷量
18,975

ｔ

うち契
約数量
3,207
ｔ

出荷契
約割合

16.9%

出荷量
20,059

 
ｔ

うち契
約数量
4,660
ｔ

出荷契
約割合

23.2%

出荷量
15,071

 
ｔ

うち契
約数量
3,968
ｔ

出荷契
約割合

26.3%

出荷量
19,400

 
ｔ

うち契
約数量
6,200
ｔ

出荷契
約割合

32.0%

 77.6% 出荷契約割
合は、りん
ご生産量が
少なく産地
価格が高く
なり、契約
商談価格に
対応できず
19.8ポイン
トの増加に
とどまり、
目標を達成
できなかっ

た。

集出荷貯蔵
施設

選果棟1棟
9,000㎡

カラー内部
品質セン

サー付選果
機

2条式3基

製品貯留ラ
イン
48条

ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ
4台

1,467,438,000 698,780,000 768,658,000 Ｈ
22.
3.
20

 りんご取扱量の
全てにおいて、
内部品質を保証
したものが安定
的に供給され、
信頼される商品
を提供すること
ができた。
  成果目標が達
成されなかった
のは、輸出につ
いては、本県の
りんご輸出量の
大部分を占める
台湾において、
円高や産地高に
よって販売単価
の折り合いがつ
かなかったこと
が原因である。
  契約割合につ
いては、平成23
年産りんごの生
産量の減少で産
地高となり契約
商談の価格に対
応できなかった
からである。
 輸出について
は、既存の輸出
先である台湾を
中心に販路拡大
を図っていく
が、中国・香港
市場の開拓も進
め、輸出量の拡
大に繋げてい
く。契約取引割
合については、
早い時期から契
約商談を展開し
ていくととも
に、通常の10kg
箱詰だけでな
く、消費者が購
入しやすい5kg・
3kg箱詰の販売拡
大も進め、契約
割合の向上を
図っていく。

  内部品質セン
サー選果機が導
入されたことに
より、品質が均
一化され、取引
先からのクレー
ムが少なくな
り、また、フ
リートレー式の
選果ラインの導
入により、選果
時の傷等の発生
もほとんどなく
なるなど、事業
の導入効果は高
いものと評価す
る。
  成果目標が達
成されなかった
のは、輸出で
は、本県のりん
ご輸出量の大部
分を占める台湾
において、円高
や国内でのりん
ご価格の高騰に
よって、販売単
価の折り合いが
つかなかったこ
とが原因であ
る。また、契約
取引割合につい
ては、平成２３
年産りんごの生
産量が大幅に少
なくなったこと
から、産地価格
が高騰し、契約
商談の価格に対
応できなかった
からである。
  成果目標が達
成されていない
項目について
は、事業主体に
対して、対応策
をきちんと実施
していくよう指
導等を行ってい
く。

市町村名
事業実施
主体名

政策目的
取組の分

類

作物等
区分①
（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な実

績①

作物等
区分②
（対象
作物・
畜種等
名）②

政策目
標②

完了
年月
日

事業実施主体の
評価

２年後
（平成
22年）

３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達
成
率

市町
村費

その他

成果目標の
具体的な内

容②

事業実施後の状況②

都道府県の評価 備考計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

２年後
（平成
22年）

３年後
（平成
23年）

目標値
（平成
23年）

達成率

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

（円）

交付金
都道
府県
費

計画時
（平成
20年）

１年後
（平成
21年）

成果目標の
具体的な実

績②

負担区分（円）



（青森県　平成２３年度）

事業実施主体等取組評価報告書（産地競争力の強化を目的とした整備事業）

事業内容 事業費

むつ市 斗南丘酪
農農業協
同組合

産地競争
力の強化

産地競争
力の強化
に向けた
総合的推
進

多角的
農作業
コント
ラク
ター育
成（飼
料作
物）

生産性
向上

【多角的農
作業コント
ラクター育
成】（飼料
作物）

（飼料作物
の増産に関
する目標）
飼料収穫・
収集面積を
19ha増加

115.3
6ha

142.0
3ha

143.0
3ha

140.7
6ha

134.3
7ha

133.7% 飼料作物の
収穫面積が
25.4ha増加
した

多角的
農作業
コント
ラク
ター育
成（飼
料作
物）

生産性
向上

【多角的コ
ントラク
ター育成】
（飼料作
物）

（飼料の増
産に関する
目標）
飼料自給率
の増加割合
を14.5%増加

43.30% 65.60% 71.20% 74.00% 49.60% 487.3% 飼料自給率
の増加割合
が70.9%増加
した

とうもろこ
し播種機
（1台）
ロールベー
ラー
（2台）

15,750,000 5,000,000 10,750,000 H22.3
.30

コントラクター
機能の充実を図
り、作業効率の
向上と新しい作
業体系を構築
し、受託農家の
ニーズに応える
作業性の高い機
械の導入によ
り、目標面積
134.4haに対し
て、平成23年度
の作付面積が
140.8ha(達成率
134%)となった。

目標を達成して
おり評価する。

　　％

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要領第１の１の（２）のアの（ア）から（ウ）の場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均達
成率 139.4 総合所見

・目標年度が平成２３年度となっている８地区のうち４地区は目標値を達成している。
・目標値を達成できなかった４地区についての県の対応等は次のとおり。
・十和田市（十和田おいらせ農協）では、高圧洗浄機等の整備により、洗浄時間の短縮を図るよう指導等を行っていくこととする。
・六戸町（おいらせ農協）では、排水対策等ほ場環境の改善に努め、作業時間の短縮を図るよう指導等を行っていくこととする。
・弘前市（相馬村農協）では、輸出において成果目標が達成されなかったのは、花芽不足等によりりんごの生産量が大幅に減少したことから、集荷されたりんごが国内需要に多く向けられたことが原因であることから、成果目標
が達成されていない項目については、事業主体に対して、対応策をきちんと実施していくよう指導等を行うこととする。
・黒石市（津軽みらい農協）では、成果目標が達成されなかったのは、輸出では、本県のりんご輸出量の大部分を占める台湾において、円高や国内でのりんご価格の高騰によって、販売単価の折り合いがつかなかったことが原因
であり、また契約取引割合については、平成２３年産りんごの生産量が大幅に少なくなったことから、産地価格が高騰し、契約商談の価格に対応できなかったことからであり、成果目標が達成されていない項目については、事業
主体に対して、対応策をきちんと実施していくよう指導等を行うこととする。

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

（円）

交付金
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費
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